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　Ｉ　はじめに

　昭和50年度以降，わが国は大幅な財政赤字を抱えるに至ったが，その１

つの原因として，次のょうな指摘がしばしばなされている。すなわち，低

成長経済への移行に伴って歳入不足が顕在化しているにもかかわらず，歳

出構造が高度成長期の体質を温存したまま受け継がれ，時代に即応した改

革がなされていない。このょうな指摘の背景には，現存の財政赤字が経済
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活動水準の停滞に起因する循環的な赤字というよりも，財政構造自体から

発する構造的ないし制度的赤字であるという現状認識がある。財政赤字が

構造的であるか否かを判断する指標として，完全雇用余剰という概念がし

ばしば用いられてきたのは周知であろう1)。

　わが国における完全雇用余剰の推計は比較的最近になって行われるよう

になったが，この概念自体はアメリカで発展してきたものである。完全雇

用余剰は裁量的財政政策の効果を要約した尺度(summarymeasure)として

1960年代前半のいわゆるNew Economicsが全盛の頃，現実の政策立案の

場において利用されたものである。しかし，一方では完全雇用余剰概念が

定着するにつれ，概念自体にも多くの問題点が存在することも指摘されて

きた。その結果，現在では，完全雇用余剰は財政政策の効果を示す厳密な

尺度にはなりえずとも，その動向をラフに示す指標として有用であり，と

くに直感に訴え，事態の理解を容易にするという教育効果に存在価値が見

出されている2)。

　言うまでもなく，完全雇用余剰を実際に推計するに際しては，多くの大

胆な仮定，単純化を必要とする。したがって，推計された完全雇用余剰自

体は，それらの前提に大きく依存するものと予想される。本稿は完全雇用

余剰概念の推計に関して，新たな方法論の展開を意図するものではない。

むしろ，伝統的な推計方法に依拠しつつ，完全雇用余剰概念の問題点とそ

の相対性を再検討することを目的としている。経済白書をはじめ，わが国

でも完全雇用余剰がしばしば利用されるに至った点を考慮すれば，ここで

完全雇用余剰の現実適用面における問題点を整理しておくことは，その概

念と応用の正しい理解にとって有益なものとなろう。

　本稿は次のような構成をとる。第Ⅱ節において完全雇用余剰推計の準備
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として，完全雇用時のGNP,個人所得，法人所得を推計する。完全雇用

余剰は前提とする完全雇用ＧＮＰ等に依存すると予想される。この点をみ

るため，ここでは完全雇用失業率について３通りのケースを想定した。

　第Ⅲ節では，国民経済計算上の一般政府部門および国の一般会計を対象

に完全雇用余剰を推計し，その問題点を考える。まず，一般政府の完全雇

用余剰すなわち完全雇用時の貯蓄投資差額を推計し，推計の前提の相違が

推計結果に及ぼす影響について検討する。次いで，一般政府についてウエ

イト付きの完全雇用余剰を推計し，ウエイトの有無の影響を検討する。第

３に，民間部門と海外部門の完全雇用時の貯蓄投資差額を推計し，政府の

完全雇用余剰と合わせて，一国全体の完全雇用時の貯蓄投資差額を検討す

る。最後に，一般会計の完全雇用余剰を推計することにする。

　Ⅱ　完全雇用ＧＮＰと分配所得の推計

　完全雇用余剰推計の第１段階として，完全雇用ＧＮＰおよびタックス・

ベースとなる分配所得の推計がなされなければならない。言うまでもなく，

完全雇用余剰の大きさは，前提とする完全雇用ＧＮＰの水準に大きく依存

している。ところが，最近の潜存成長率論争をみれば明らかなように，完

全雇用ＧＮＰの水準についてコンセンサスを得ることは必ずしも容易では

ない。その意味で，完全雇用余剰の推計はその出発点から，きわめて脆弱

な基盤の上に立っており，恣意性を残しているが，ここではこの問題には

深く立ち入ることはせず，近年経済白書等で一般的に用いられている方法

に従うことにする。ただ，以下では完全雇用時の完全失業率について３つ

のケースを想定し，完全雇用ＧＮＰの水準が結果にどのような影響を与え

るかを検討することにしたい。

　個々の推計方法について説明する前に,以下の推計手順の概略を図2-1-1

に示しておこう。まず初めに一国全体の産出量を被説明変数とするマクロ

生産関数を推計する。このマクロ生産関数の説明変数の中で，労働時間指
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図2-1一1　推計手順の概略

数，就業者数，稼動率指数についてのみ，完全雇用時の想定値を与え，そ

れらを生産関数に代入することにより，完全雇用実質ＧＮＰを求める。こ

こでは，完全雇用失業率について３つのケースを仮定するので，完全雇用

実質ＧＮＰも３つのケースが得られる。

　次いで，完全雇用実質ＧＮＰに現実のＧＮＰデフレータをかけることに

より，完全雇用名目ＧＮＰを得る。こうして得られた完全雇用名目GNP

から完全雇用移行に伴なう間接税収の変化分を調整し，完全雇用時の国民

所得を求める。さらに，政府財産所得等を一定と仮定したうえで，タック

ス・ベースとなる完全雇用時の個人所得，法人所得を推計する。

　(1)完全雇用ＧＮＰの推計

　ここでは，マクロの生産関数を用いて完全雇用ＧＮＰを推計することに

する1)。　とくに，最近は，第１次および第２次の石油危機後のエネルギー
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制約が生産能力に与えた影響を考慮するため，生産要素としてのエネルギ

ーを明示的に考慮した分析が多く行われている2)。　そこで以下では，コブ

＝ダグラス型のマクl=1生産関数を仮定し，エネルギーの代理変数として原

油輸入量を用いることにする。具体的には，利潤極大化の仮定を用いて，

原油輸入量を実質原油価格に変換して生産関数に導入する，いわゆる

Ｒａｓｃｈｅ-Ｔａtｏｍ型の生産関数を推計する3)4)。

　採用した生産関数は，次の通りである5)。
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　　　　　茫＝0.999，£)Ｗ＝1.45，Ｓ＝0.016，期間；33～56年度

　ここでＱ；実質産出量(Ｑ≡実質ＧＮＰ十実質原油輸入額), H;総実労働時

間指数(昭和50年＝100)，£；就業者数(万人)，Ｒ；製造工業稼動率指数

　(昭和50年＝100)，Ｋ；民間資本ストック(取付ベース，期首期末平均，昭和50

年価格, 10tt円)，Ｐ。；産出価格(≡(名目ＧＮＰ十名目原油輸入額)/(実質GNP

十実質原油輸入額))，ＰＪに昭和50年価格表示の原油価格，Ｆ；ヴィンテイジ

　(≡Σ瓦/(3瓦)), / ;新設投資額(取付ベース，昭和50年価格，10億円), Tss;

タイム・トレンド(昭和33年度＝1)，一冊50-56；ダミー変数(昭和50～5昨度

＝1，その他＝=O)

　生産要素としてエネルギー(原油輸入)を明示的に導入することに伴い，

分配面を考慮して被説明変数は実質ＧＮＰに実質原油輸入額を加えた産出

量を用いた。また，昭和50年度以降の技術進歩率の低下を想定して，タイ

ム・トレンドにダミー変数を導入した。

　さて，完全雇用ＧＮＰは(２一１)式の説明変数に完全雇用時の想定値

を代入して求めるが，ここでは，労働時間指数，就業者数，稼動率指数に

ついてのみ調整を行い，資本ストック，実質原油価格，原油輸入量，ヴィ

ジテイジ等は一定と仮定する。

　まず，労働時間指数については，昭和35年以降の構造的な低下を考慮

－１１３（６）－



し，タイム・トレンド，稼動率指数を用いて，次の回帰式を推計した。

　　　　　R2＝0.979，£）Ｗ’＝0.86，Ｓ＝O｡789016,期間；35～56年度

　（２－２）式の稼動率指数（Ｒ）に完全雇用時の稼動率指数（ＲＦ）を代入

して完全雇用時の労働時間指数を求める〇稼動率指数の実績値をみると，

年度では昭和43年度の133.4が最高であるが，ここではその前後の年度も

加えた平均値131.5を完全雇用時の稼動率指数と想定した。この値は有効

求人倍率が初めて１を越えた昭和42年度の130.2にも近く，妥当な値と思

われる6）。

　次に，完全雇用時の就業者数については，景気の動向に応じて労働力人

口が変化することを考慮して，完全雇用時の労働力人口をまず推計する。

労働力率（労働力人口/15歳以上人口）を男女別にみると，とくに女子の労働

力率が景気動向に敏感に反応することが知られているので，ここでは男子

の労働力人口は一定とし，女子の労働力率(RW;単位％）のみを推計する。

　　　　　　茫＝0.914，£）Ｗ＝0.70，Ｓ＝0146817，期間；35～56年度

　　　　　　刄び；完全失業率（単位％）

　　（２－３）式の裁yに完全雇用時の失業率を代入することにより，完全

雇用時の女子労働力率が求められる〇これに女子15才以上人口をかけて，

完全雇用時の女子労働力人口を推計する。このようにして求められた女子

労働力人口に現実の男子労働力人口を加えて完全雇用時の労働力人口を求
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め，これに完全雇用時の完全失業率を適用したものが完全雇用時の就業者

数の推定値である。

　完全雇用時の失業率をどのように想定するかにより，完全雇用ＧＮＰの

水準は大きく影響されると予想される。そこで以下では，完全雇用失業率

について３通りの仮定を用いることにする。第１のケースは，経済白書の

完全雇用余剰の計測で用いられているものである。すなわち，昭和30年代

が1.0％，昭和40年代が1.3％，昭和50年代が1.7％である。この数値の根

拠については白書では言及されていないが，たとえば昭和51年に発表され

た「50年代前期経済計画」における完全失業率の目標は1.3％であり，昭

和54年の「新経済社会７ヵ年計画」では，昭和60年度までに完全失業率を

1.7％に引下げることを目標にしている7）。したがって，上述の完全雇用失

業率は，基本的には各期間の政策目標を示すと考えてもよいだろう。そこ

で以下でも上述の系列を１つの完全雇用失業率として採用することにしよ

う（これをケース１とする）。

　完全雇用失業率についての最近の興味深い分析として，失業・未充足分

析がある8）。　これは，労働市場の不完全性に着目し，構造的失業の大きさ

を測定しようとするものである。吉田・遠藤〔35〕の分析結果によれば，

労働市場の構造的不均衡は昭和40年代以降，趨勢的に拡大しているのであ

って，第１次石油ショック後に突然の構造的変化はなかったとされてい

る。ここでは，吉田・遠藤〔35〕に全面的に依拠して，完全雇用失業率の
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系列を作成することにする。

　具体的には，まず次の回帰式を推計する９）。

(2-4) inRびＱ＝0.020214十〇｡008556T38－0.360956 １ｎＲＢＱ
　　　　　　　　　　（1.74）　（32.77）　　（－20.70）

　　　　　　　　茫＝0.964，£）lｙ＝0.95，Ｓ＝0.51395，期間；38年Ｉ期

　　　　　　　　～57年Ⅳ期

　ただし，　ＲＵＱ，　ＲＢＱはいずれも四半期の季節調整済の失業率と有効求

人倍率である。有効求人倍率は総労働需給比率の代理変数として導入され

ている。完全雇用は失業者数＝未充足求人数で定義されるが，ＲＢＱ＝1の

ときの完全雇用失業率（年度平均）をケース２とする。これは労働市場全

体での需給均衡を意味するが，吉田・遠藤〔35〕では部分的労働市場の不

完全性を考慮して，もう１つの完全雇用失業率が推計されている。すなわ

図2-1-2完全雇用失業率

　　　　　　　　　　　一実績値
　　　　　　　　　　　一一一一ケース１

　　　　　　　　　　　-一一一一一一　ｹｰｽ２
　　　　　　　　　　　一一－ケース３

一１１０（９）－



表2-1-1　完　全　雇　用　時

　　　　　(単位失業率;％，

ち，労働市場全体ではなく，労働市場の中核をなす25～54歳男子の労働市

場に注目し，この市場での需給均衡をもって完全雇用の達成とみなすもの

である。これは，労働市場全体での需給が一致するときには，すでに上述

の基幹的労働者の市場は需要超過となり，賃金上昇の危険が高まることを

考慮したものである。このように考えたときの完全雇用失業率は，上述の

基幹的労働者の有効求人倍率と全体の有効求人倍率との回帰式において，
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の　失　業　率　等

就業者数;万人，結実労働時間指数，製造工業稼動率指数は昭和50年＝100）

前者に１を代入したときの後者の値（0.74）を（２－４）式に代入して推

計される。この系列の年度平均をケース３としよう。

　図2-1-2および表2-1一1は，これら３ケースの完全雇用失業率を示してい

る。また，完全雇用失業率を用いて完全雇用時の就業者数を推計し，それ

を（２－１）式に代入して求めた完全雇用ＧＮＰ,ＧＮＰギャップは図2-1-3，

表2-1-2に示されているlo）。図2-1-3によると，昭和45年度以降３つのケー
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図2-1-3　ＧＮＰギ　ャ　ッ　プ

　　　　　　　　　　　ーケース１

　　　　　　　　　　　一一一一ケース２

　　　　　　　　　　　－－一一一一ケース３

スのギャップの間に差がみられる。

(2)分配所得の推計

　次に，完全雇用余剰の推計準備としていま１つ，完全雇用ＧＮＰから所

得税，法人税等のタックス。ベースとなる個人所得，法人所得を推計しな

ければならない。それには，実質の完全雇用ＧＮＰを名目値へ変換する必

要があるが，この問題に対する決定的な解決策は出されていない11)。ここ

では便宜的に現実のＧＮＰデフレータを実質の完全雇用ＧＮＰにかけて，

名目の完全雇用ＧＮＰを求めることにする。すなわち，
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表2一1一2　完全雇用ＧＮＰおよびＧＮＰギャップ

　　　　　　　　　　　(単位　GNP ；10億円, GNPギャップ；％)

　ただし，ＸＮＦい第ｊケースの完全雇用名目ＧＮＰ，？Ｘ；ＧＮＰデフレー

タ（昭和50年＝1）である。

　このようにして求めた名目の完全雇用ＧＮＰから完全雇用時の個人所

得，法人所得を推計しよう。ここでは個人所得として雇用者所得，家計財

産所得，個人企業所得，対家計民間非営利団体財産所得の合計額をとる。

－106（13）－



また，法人所得については，在庫評価調整後の配当控除前民間法人企業所

得（ｙＣＡ）をまず推計し，これに現実の存庫評価調整額を加えてタックス

・ベースとしての法人所得とする。個人所得（ｎ））と在庫評価調整後の法

人所得（ｙｃＡ）の合計額をＴＸとおき_　ＹＮに占めるＴＬＰの比率をGNP

ギャップで説明する回帰式を推計した。

　　（２－６）式では，昭和49年度以降の法人所得分配率の大幅な低下を考

慮してダミー変数を導入したが，いずれも有意な結果となっており，分配

関係の変化をうかがわせる。（２－６）式のＧＮＰギャップにゼロを代入

して，それぞれの完全雇用ＧＮＰに対応する完全雇用時の個人所得の分配

率を得ることができる。

　そのためには，完全雇用名目ＧＮＰから完全雇用時のＴyＶの値（ｎ＼７）

を導出しなければならない。いま，国民所得（要素費用表示の国民純生産）を

Λ７とすると，ｍとＴｊＶの差は一般政府財産所得，公的企業所得，（控

除）一般政府・消費者負債利子および（控除）民間法人企業の支払配当か

ら構成される。これらのものは，完全雇用に移行しても変化しないと仮定

すると，完全雇用時の国民所得をＮＩＦで示せば

（２－７）ＹＮＦ＝ＮＩＦ-(NI-YN)

が成立する。

　そこで次に，完全雇用時の国民所得を推計しなければならない。ここで

は，完全雇用への移行に伴って，間接税（万）の変化のみを考慮し，補助
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金，固定資本減親等は一定と仮定する。現実の名目ＧＮＰをＸＮで，ま

た間接税の変化をj77で示すと，完全雇用時の国民所得（ＮＩＦ）は

で与えられる。（２－７），（２－８）式より，完全雇用名目ＧＮＰと間接

税の変化が与えられればＴＮＦが求められ，これに前述の（２－６）式か

ら得られる完全雇用時の個人所得分配率をかけて，完全雇用時の個人所得

を得ることができる。

　間接税については，次の回帰式を推計する。

　　　　　　期間；30～56年度

　（２－９）式では，従量税の存存を考慮して価格と実質所得の２つの項に

分けて推計した。（２－９）式から間接税収の実質ＧＮＰに対する弾力性を

求め，これと現実の税収額および完全雇用移行に伴なう実質ＧＮＰの変化

率から間接税収の変化額を推計する。

　以上のようにして完全雇用時の個人所得を推計した後，これを完全雇用

時のＴyvＦから差し引くことによって，完全雇用時の在庫評価調整後の法

人所得を求める。これにさらに現実の在庫評価調整額を加えて，タックス・

ベースとなる在庫評価調整前の法人所得（以下，これを単に法人所得と呼ぶ）

を得る。

　推計結果は表3-2-1にまとめられている。ケース２とケース３を比較す

ると当然のことながらケース３の方が，個人所得，法人所得のいずれも小

さくなっている。ケース１をみると，ケース２あるいはケース３よりも完

全雇用ＧＮＰが大きいにもかかわらず，完全雇用個人所得が小さく推計さ

れている年度が存在する（たとえば，昭和38, 39, 46年度）。また，昭和45年

度の完全雇用個人所得は，いずれのケースともＧＮＰギャップがプラスで
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表2一2-1　完　全　雇　用　分　配　所　得（単位10億円）

あったにもかかわらず，現実の個人所得よりも高く推計されている。　ま

た，法人所得については，昭和49年度以降ケース１の値がケース２，ケー

ス３よりも小さく推計されているが，これは（２－６）式をみればわかる

ように，完全雇用時の個人所得分配率が高いことの裏返しである。いずれ

にせよ，法人所得の変動はきわめて激しく，完全雇用時の法人所得をどの

ように推計するかは，法人税収の推計を通して完全雇用余剰に大きな影響
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を与える〇

　ｍ　完全雇用余剰の計測

　本節では，前節で推計した完全雇用ＧＮＰおよび完全雇用時の分配所得

を用いて，国民経済計算上の一般政府と国の一般会計を対象に完全雇用余

剰を推計し，その問題点を考えることにしたい。以下では，初めに，一般

政府の完全雇用余剰すなわち完全雇用時の貯蓄投資差額を推計し，推計の

前提の相違が推計結果に反ぼす影響について検討する。次に，一般政府に

ついてウエイトをア・プリオリに仮定したうえでウエイト付きの完全雇用

余剰を推計し，ウエイト付けのもたらす影響について検討する。第３に，

民間部門と海外部門の完全雇用時の貯蓄投資差額をきわめてラフな形では

あるけれども推計し，政府の完全雇用余剰と合わせて検討する。最後に，

国の一般会計の完全雇用余剰を推計し，裁量的財政政策の中期的な動向を

検討する。

（1）一般政府の完全雇用余剰

　完全雇用余剰概念は裁量的財政政策のsummary measureとして用いる

にせよ，あるいはfull-employment adequacy　の尺度として用いるにせ

よ，経済安定化政策のわく組の中から生まれた概念であり，その意味では

国民経済計算ベースの概念と言える。そこで，最初に，国民経済計算上の

一般政府を対象にして完全雇用余剰を推計することにする。

　一般政府の余剰は，国民経済計算では一般政府の貯蓄投資差額として表

わされている。これは，経常受取と経常支払の差額である貯蓄に，固定資

本減耗と資本移転（純）を加えた総資本調達から，総固定資本形成と土地

の購入（純）を引いて求められる。ただし経常受取は直接税，間接税，社

会保障負担等から成り，経常支払は最終消費支出，社会保障給付等から成

り立っている。

　完全雇用時の貯蓄投資差額の推計に際しては，収入面においては家計の
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負担する直接税のうち所得税1)，民間法人企業所得に対する直接税，前述

の間接税および社会保障負担のみについて，完全雇用時の税収(収入額)を

推計し，それ以外のものは現実値を与えた。一方，支出面では社会保障給

付の中の雇用保険の支払額のみを推計した。完全雇用が現実に達成され，

実質所得が増加すれば，社会保障給付も増加すると思われるがタそのよう

な増加は他の政府支出と同様，便宜的に裁量政策と考え，ここでは実績値

で一定とした。

　次に，家計の所得税，民間法人企業の直接税，社会保障負担の推計方法

について述べよう。家計の負担する所得税(石)H1)についてはまず次の

租税関数を推計する。

　　　　　TYM;標準世帯課税最低限（初年度ベース，千円）

（３－１）式のダミー変数は49年度の所得税減税を考慮したものである２）。

（３－１）式のｙ？に完全雇用時の個人所得（ＹＰＦ）を代入し，完全雇用

時の家計の所得税が推計される。

　民間法人企業の直接税（石:）Ｃ）および法人税の税収の推計はきわめて困

難な問題を伴なう。経済白書等では法人税は基本的に比例税であることを

考え，完全雇用時の法人税収は，完全雇用時の法人所得と現実の民間法人

所得の比率（ＹＣＦ/ＹＣ）でふくらませる方法がとられている。しかし，図

3-1-1にみるように，現実の民間法人所得に対する民間法人企業の直接税

― 101 (18) ―



あるいは法人税の比率は大きく変動している。これは，国民経済計算上の

法人所得が，利益計上法人の黒字所得から欠損法人の赤字所得を控除して

求められるのに対し，税額は黒字所得を基礎として算定されるために起こ

る。したがって，不況期には赤字所得対黒字所得の比率が上昇し，国民経

済計算上の法人所得が減少するために，見かけ上，租税負担が高まるわけ

である3)。　したがって，現実の税収対法人所得の比率を用いて完全雇用時

の税収を推計すると，不況期の完全雇用税収は過大評価になりやすい4)。

　そこで代替的な方法として次のような回帰式を推計し，それを用いて完

全雇用時の税収を推計してみた。ここで£>M53は53年度の税収の所属年度

　　　　　　図3-1一1　民間法人企業直接税，法人税の法人所得比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一民間法人企業直接税
＿_一　　　　　　　　　　　　　　　　　－一一一法　人　税
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区分の変更を考慮したものであり，ＧＮＰギャップは上述の赤字所得と黒

字所得の比率の変化を捕えるために導入したものである5）。ただし，ＲＴＣv

法人税率（基本税率）である。

　本稿では，（３－２）式のＴＣに完全雇用時の法人所得（ＹＣＦ）を代入し

て完全雇用時の推計することになるがｊしかし後述するように（３－２）

式も現実の税収の動きを十分，追跡しているとは言えない。景気の変動に

対して最も伸縮的に変動するのが法人所得であり法人税である。景気変約

が財政に与える内生的効果を取り除くという完全雇用余剰の原点に立つ

と，完全雇用時の法人税収の推計はきわめて重要であるが，現状ではそれ

に成功しているとは言えない。したがって，以下では（３－２）式と比率
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の２つの方法を用いることにするが，どちらの推計方法を用いるにせよ，

結果の解釈には十分な注意が必要である。

　間接税収（万）の推計についてはすでに述べたので，次に社会保障負担

　(TSC)を取り上げよう，完全雇用時の社会保障負担は次の回帰式を用い

て推計した。

　　　　　期間；40～56年度｡ ＳＲ１；厚生年金の保険料率（パーセント），

　　　　　ＳＲ ２；国民年金の月額保険料（円），ＳＲ ３；政府管掌健康保険

　　　　　の料率（パーセント）

　（３－３）式のYPに完全雇用時の個人所得を代入すれば，完全雇用時の

社会保障負担が推計される。

　支出面では，社会保障給付のうち，雇用保険（ＥＸＵ）のみを推計する

がタ　これは各時点の失業者１人当り給付額に完全雇用時の失業者数をかけ

て求めることにする。

　一般政府の完全雇用余剰（完全雇用時の貯蓄投資差額１ ＳＩＧＦ）は，実績値
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表3-1-1　一般政府完全雇用貯蓄投資差額　（単位10億円）

(ＪＧ)に上述の各推計によって得られた収入および支出の変化額を調整し

て求められる。すなわち，具体的には

で計算される。

　推計結果は表3-1-1にまとめられている。

　表3-1-1のケース１～ケース３は，完全雇用失業率の仮定が異なり，ま

た各ケースのＡとＢでは，完全雇用時の民間法人企業の直接税の推計方法

が異なることに留意すべきである。すなわち，Ａは（３一２）式を用いて

推計したものであり，またＢは現実の税収と法人所得の比率を用いて推計

したものである。各ケースとも昭和50年度以降，実績値と同様，完全雇用

時の貯蓄投資差額がマイナス（投資超過）となっていることは共通してい

るが，各年度の絶対額をみるとかなりの差がある。

　そこで，完全雇用失業率したがって完全雇用ＧＮＰの推計の違いがどの
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ような影響を与えているかをみるために，各ケースのＡごとに，あるいは

Ｂごとに比較してみよう。まずＡを比較すると，ケース１からケース３の

いずれも完全雇用貯蓄投資差額の年々の変化のパターンはきわめてよく似

ているものの，その額にはかなりの差がみられる。その差は昭和50年度以

降拡大しつつあり，ケース２とケース３をみると，昭和55年度で約4,200

億円である。Ｂについても同じことが言え，55年度では約6,500億円の差

となっている。たとえば，完全雇用時の貯蓄投資差額を一般政府の構造的

赤字の指標と考えると，ケース２一Ａでは現実の赤字のうち74.2％が構造

的赤字となり，ケース３－Ａでは78.5％となる。　同じくケース２－Ｂが

61.2％ケース３一Ｂが67.8％となり, A, Bいずれの場合も４％強の差と

なって表われる。

　完全雇用時の貯蓄投資差額あるいは完全雇用余剰が，その推計の前提と

する完全雇用ＧＮＰの値に依存するということは，あらかじめ予想される

ことである。しかし，ケース２とケース３では，昭和55年度の完全失業率

　　　　　表3一1一2　一般政府完全雇用貯蓄投資差額(対完全雇用名目ＧＮＰ比)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位％)
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の仮定は1.88％（ケース２）と2.10％（ケース３）と0.22％の差であり, GNP

ギャップでは－3.37％（ケース2），－2.82％（ケース３）と0.55％の差で

しかない。このょうなわずかな差でも，完全雇用余剰額でみれば，上述の

差となって表われる。

　もっとも，上述の完全雇用時の貯蓄投資差額の差も，一般政府部門の支

出総額に対する比率でみれば，0.53～0.82％程度であり，また，後にみる

ように国の一般会計の完全雇用余剰額の差は，約1,800億円（Ａの場合）と

約3,000億円（Ｂの場合）となり，一般政府の差に比べて半減する。した

がって，以上の議論はひとつの例にしかすぎないが，しかし完全雇用余剰

の利用法にょっては，前提とする完全雇用ＧＮＰの大きさに大きく依存す

ることかありうることを示している。

　そこで，完全雇用余剰を利用する場合には，毎年の絶対額でみるょり
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図3-1-2完全雇用貯蓄投資差額

　　　　　　　　　　(対完全雇用名目ＧＮＰ比)

　　　　　　　　　　　一実績値

　　　　　　　　　　　一一一一ケース１

　　　　　　　　　　　一一一一一一ｹｰｽ２
　　　　　　　(Ｂ)　一一－ケース３

は，年々の変化の動向をみた方がよい。そのために，完全雇用時の貯蓄投

資差額を完全雇用名目ＧＮＰで割ったものを整理したのが，表3-1-2,図

3一1-2である。図3-1-2から明らかなように，各ケースともＡとＢでは，そ

の変化のパターンがかなり異なり，とくに昭和48～49，52～53, 55～56年

度は変化の方向が異なっている。この違いは民間法人企業の直接税の推計

方法の違いのみに基づいていることに注意しておく必要がある。

　まず，Ｂから検討する。Ｂでは，現実の民間法人企業の直接税負担率

　(TDＣ/ＹＣ)を完全雇用時の民間法人企業所得にかけて，完全雇用時の税

収を推計している。しかし，前掲の図3-1-1でみたように，昭和49, 53,

56年度は，いずれも民間法人企業の直接税負担率が非常に高まった年であ
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図3-1-3　民間法人企業直接税関数

　　　　　　　　一実績値

　　　　　　　　一一一一推定値

り，完全雇用が実現したときには，この負担率はょり低くなると考えられ

る。したがって完全雇用時税収は小さくなり，完全雇用時の貯蓄投資差額

も小さくなると予想される。

　また，Ａは（３－２）式の回帰式を用いて完全雇用時の税収を推計して

いる。図3一1-3は現実の税収と(3 ― 2 ｂ）式の推定値を表わしている。

これにょれば，（３－２ ｂ）式は昭和45年度以降では, 46, 47, 48, 49年

度については過大に，また51, 52, 56年度は過小に推定していることがわ

かる。　したがって, (3 ― 2 ｂ）式を用いて推計した完全雇用時の税収

　（おょび貯蓄投資差額）についてもこのょうな傾向があると思われる。たと
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えば（３－２ ｂ）式は，昭和55年度には子測誤差はほとんどなかったが，

56年度には１兆5,400億円過小に推定している。そこで，仮りに完全雇用

時の税収もこれと同じだけ過小に推計されているとすれば，ケース２－Ａ

の昭和56年度の完全雇用時の貯蓄投資差額は６兆3,900億円の投資超過と

なる。完全雇用名目ＧＮＰとの比率をとれば，56年度には－2.40％となっ

て，図3一1-2の動きと逆の変化を示すことになる。

　裁量的財政政策のsummary measure として完全雇用余剰を利用する場

合，表3-1-2で行ったように完全雇用名目ＧＮＰとの比率の動向を見たり，

あるいは完全雇用余剰の年々の差額をみたりするがＪ上述のように法人税

の推定方法によって結果が大きく変わることかありうるわけである6）。

　以上の点を考慮したうえで, summary measure としての完全雇用余剰

から果して何か言えるのだろうか。完全雇用余剰としてＢの系列をみるこ

とにしよう。裁量的財政政策の動向の判定基準として，Ｂの値が上昇すれ

ば，引綿的であり，低下すれば拡張的であるとみなされる。ケース１，ケ

ース２に共通して，実績他の動きと完全雇用値の動きが異なるのは，昭和

48～49年度と昭和50～54年度の期間である。しかし，49年度のＢの値は過

大評価になっているから，それを調整すれば，実績値と似た動きとなるだ

ろう。また，昭和50～54年度においても，とくに50, 52, 53年度には過大

評価となっている恐れがある。それを調整すれば，実績値と似た動きを示

すようになる可能性をもつが，この点について断定することは危険かもし

れない。したがって，たかだか言えることは，昭和49年度以降54年度ま

で，一般政府の完全雇用貯蓄投資差額は趨勢的に投資超過の方向に推移し

てきた。すなわち，裁量的財政政策は傾向として拡張的に運用されてきた
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が，その後は引締の方向に転換されたということであろう7)。

　以上から完全雇用余剰概念は，裁量的財政政策の中期的な動向を知る指

標としては役立ちうるが，より短期的な，たとえば，年々の裁量政策の動

向を知る指標としては，それほど有効ではないと判断される8)。
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